
文京区国内交流・連携事業補助金交付要綱 

 

29文区区第 2234号平成 30年 3月 23日区長決定 

一部改正 2019文アア第 23号平成 31年 4月 1日部長決定 

一部改正 2019文アア第 1473号令和 2年 3月 31日部長決定 

一部改正 2020文アア第 1210号令和 3年 3月 30日部長決定 

一部改正 2021文アア第 1602号令和 4年 3月 29日部長決定 

 

              

（目的） 

第１条 この要綱は、文京区（以下「区」という。）と全国各地域との交流・連携を促進す

る契機となる事業に要する経費の一部を補助することにより、他の地域が持つ魅力の発

信や、住民の交流を深める機会を奨励し、もって互いの発展・成長を図ることを目的と

する。 

（通則） 

第２条 この要綱に定めがあるものを除くほか、当該補助金の交付に関し必要な事項は、

文京区補助金等交付規則（昭和 49年 12月文京区規則第 44号）の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第３条 この要綱において、補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」

という。）は、次に掲げる要件を備えた第５条の補助事業を実施する団体とする。 

⑴ 継続的かつ計画的に活動を行い、事業の成果が期待できる団体であること。 

 ⑵ 団体の構成員が 10人以上であること。 

⑶ 構成員の半数以上が区の区域内（以下「区内」という。）に在住し、在勤し、又は在

学している者（以下「区民」という。）であり、かつ、その半数以上が区内在住者であ

ること。 

⑷ 団体の活動の拠点となる事務所の所在地又は団体の連絡先が区内であること。 

⑸ 団体の収入及び支出に関し、他の団体又は他の事業の経理と区分して経理を行って

いること。 

⑹ 次のいずれにも該当しないこと。 

  ア 営利を目的とする事業又はそれに類する行為を行う団体 

  イ 特定の政党の利害に関する政治活動を行う団体 

  ウ 公の選挙に関し、特定の候補者を支持し、又はこれに反する政治活動を行う団体 

エ 特定の宗教を支持し、若しくは教派、教団その他の宗教団体を支援し、又はこれ

に反する宗教活動を行う団体 

オ 暴力団（文京区暴力団排除条例（平成 24年３月文京区条例第４号。以下「暴排条

例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

カ 団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団員等（暴

排条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者を

いう。）に該当する者がある団体 



（対象地域） 

第４条 この要綱において、区が交流・連携の促進を図る地域（以下「対象地域」という。）

は、国内の道府県又は市区町村（東京都の市区町村を除く。）とする。 

（補助事業） 

第５条 この要綱による補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、

補助対象者が対象地域内又は区内において主催又は共催する事業であって、次に掲げる

要件を全て満たすものとする。ただし、営利を目的とする事業を除く。 

（1） 対象地域の住民との交流を行う事業であること。 

（2） 区又は対象地域の文化、産業、歴史等を学習、体験等する事業であって、互いの

文化、産業、歴史等について相互に理解を深めることができるものであること。 

（補助対象経費） 

第６条 この要綱による補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、補助事業の実施に直接要する費用とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助対象経費から除くものとする。 

⑴ 1人当たり 1泊につき 10,000円（税込み）を超える宿泊費 

⑵ 飲食費 

⑶ 当該団体会員へ支出した経費 

⑷ 他の行政機関等による補助金等の交付を受け、又は受ける予定である経費 

（補助金の額） 

第７条 この要綱による補助金の額は、区の予算の範囲内で、前条に規定する補助対象経

費の額に２分の１を乗じた額（小数点以下の端数が生じたときは、これを切り捨てる。）

とし、10万円を上限とする。 

（補助金の交付の申請） 

第８条 この要綱による補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、

次に掲げる書類を添えて、文京区国内交流・連携事業補助金交付申請書（別記様式第１

号）を区長に提出するものとする。 

⑴ 会則 

⑵ 役員名簿（会長、副会長、会計及び会計監査の職にある者が記載されているもの） 

⑶ 事業計画書 

⑷ 収支予算書 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認めた書類 

２ この要綱による補助金の交付を受けたことがある者は、最後に交付を受けた日から２

年を経過する日の属する会計年度が終了するまで、この要綱による補助金の交付申請を

することができない。 

３ 前項の規定にかかわらず、二会計年度において連続して第５条の補助事業を実施する

ときは、当該二会計年度に限り連続してこの要綱による補助金の交付申請を行うことが

できる。ただし、やむを得ない事情があると区長が認めたときは、当該連続する二会計

年度の翌会計年度に、補助金の交付申請を行うことができる。 

（交付の決定及び通知） 



第９条 区長は、前条の規定による申請を受けた場合は、その内容が適正であるかどうか

審査し、補助金の交付を決定したときは文京区国内交流・連携事業補助金交付決定通知

書（別記様式第２号）により、不交付を決定したときは文京区国内交流・連携事業補助

金不交付決定通知書（別記様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による交付の決定に当たって、この要綱による交付の目的を達成

するために必要があると認めたときは、条件を付すことができる。 

（申請の撤回） 

第 10条 申請者は、前条の規定による補助金の交付の決定の通知を受け取った場合におい

て、補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に異議があるときは、当該補助金

の交付決定の日から 14日以内に申請を撤回することができる。 

（事情変更による決定の取消し等） 

第 11条 区長は、第９条の規定により補助金の交付を決定した場合において、その後の事

情の変更により特別の必要が生じたときは、当該補助金の交付の決定の全部若しくは一

部を取り消し、又は当該決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。

ただし、補助事業のうち、既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

（変更の承認事項） 

第 12条 第９条の規定により補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」とい

う。）が、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに文京区国内交流・連携事業変

更等承認申請書（別記様式第４号）により申請し、区長の承認を受けなければならない。

ただし、第１号及び第２号に掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りでない。 

⑴ 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

⑵ 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

⑶ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 区長は、前項の規定による申請を承認したときは、文京区国内交流・連携事業変更等

承認通知書（別記様式第５号）により通知するものとする。 

（事故報告等） 

第 13条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が

困難となった場合は、速やかにその理由、状況及び遂行の見通しその他必要な事項を書

面により区長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（状況報告） 

第 14条 区長は、補助事業の遂行状況について必要があると認めたときは、当該状況に関

し報告を求めることができる。 

（事業の遂行命令等） 

第 15条 区長は、補助事業者が提出する報告又は地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第

221条第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付の決定の内容又はこれ

に付した条件に従って遂行されていないと認めたときは、補助事業者に対し、これらに

従って当該補助事業を遂行すべきことを命ずることができる。 

２ 補助事業者が前項に規定する命令に違反したときは、区長は、補助事業者に対し、当

該補助事業の遂行の一時停止を命ずることができる。 



３ 前項の規定により補助事業の遂行の一時停止を命ずる場合においては、補助事業者が

補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に適合させるための措置を指定する期

日までにとらないときは、第 20条第１項第３号の規定により当該補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

（実績報告） 

第 16条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、指定する期日までに次に掲げる関係

書類を添付して、文京区国内交流・連携事業補助金実績報告書（別記様式第６号）を区

長に提出しなければならない。 

⑴事業報告書 

⑵ちらし、写真等事業を実施したことが分かるもの 

⑶収支決算書 

⑷支払い等を証明する書類の写し 

⑸前 3号に掲げるもののほか、区長が必要と認めた書類 

（補助金の額の確定及び通知） 

第 17条 区長は、前条に規定する報告を受けた場合において、その内容を審査し、適当で

あると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、文京区国内交流・連携事業補助

金額確定通知書（別記様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第 18条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、前条の規定による通知を

受けた日以後に、区長に対し文京区国内交流・連携事業補助金交付請求書兼口座振替依

頼書（別記様式第８号）により請求するものとする。 

（是正のための措置） 

第 19 条 区長は、第 17 条の規定による審査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決

定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めたときは、補助事業者に対し、当該

補助事業につき、これに適合させるための処置を執るべきことを命ずることができるも

のとする。 

２ 第 17条の規定は、前項に規定する命令により、補助事業者が必要な処置をした場合に

ついて準用する。 

（決定の取消し） 

第 20条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、この補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段によりこの補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

⑶ その他、補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又はこの要綱

の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用するものとする。 

（補助金の返還） 

第 21 条 区長は、第 11 条又は前条の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取



り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付し

ているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 第 17条の規定により、区長が補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合にお

いて、既にその額を超える補助金を交付しているときは、期限を定めて、その返還を命

ずるものとする。 

（違約加算金及び延滞金） 

第 22 条 区長が第 20 条第１項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消

した場合において、補助事業者に補助金の返還を命じたときは、補助事業者は、当該命

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部

を納付した場合におけるその後の期間については、既に納付した額を控除した額）につ

き、年 10.95パーセントの割合で計算した額の違約加算金（その額が 100円未満である

場合は、切り捨てる。）を納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、区長が指定した納期日まで

に納付しなかったときは、納期日の翌日から納付した日までの日数に応じ、その未納付

額につき、年 10.95％の割合で計算した額の延滞金（その額が 100 円未満である場合は、

切り捨てる。）を納付しなければならない。 

（委任） 

第 23条 この要綱に定めるもののほか、補助事業の決定に関し必要な事項は、アカデミー

推進部長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、令和 4年 4月 1日から施行する。 


